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(57)【要約】
【課題】小型でありつつも導体抵抗の測定作業が容易な
コネクタ及びワイヤハーネスを提供する。
【解決手段】ケーブル４の端部に設けられている第１端
子５と第１端子５が収容されている第１アウターハウジ
ング６とを有する第１コネクタ部２と、第２端子１５と
第２端子１５が収容されている第２アウターハウジング
１６とを有する第２コネクタ部３と、を備え、第１アウ
ターハウジング６と第２アウターハウジング１６とを嵌
合させた状態において、第１端子５と第２端子１５とが
接触して電気的に接続されているコネクタ１であって、
第１アウターハウジング６の第１端子５の先端または側
面と対向する位置に、探針挿入用切欠き１３が形成され
ている。
【選択図】図７
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ケーブルの端部に設けられている第１端子と、前記第１端子が収容されている第１アウ
ターハウジングと、を有する第１コネクタ部と、
　第２端子と、前記第２端子が収容されている第２アウターハウジングと、を有する第２
コネクタ部と、を備え、
　前記第１アウターハウジングと前記第２アウターハウジングとを嵌合させた状態におい
て、前記第１端子と前記第２端子とが接触して電気的に接続されているコネクタであって
、
　前記第１アウターハウジングの前記第１端子の先端または側面と対向する位置に、探針
挿入用切欠きが形成されている、
　コネクタ。
【請求項２】
　前記第１アウターハウジングは、対向配置されている一対の側壁と、前記両側壁の一方
の側端部同士を連結している第１連結壁と、前記両側壁の他方の側端部同士を連結してい
る第２連結壁と、前記両側壁と前記両連結壁とで構成される枠体の一方の開口を塞ぐよう
に前記両側壁と前記両連結壁の端部同士を連結する底壁と、を有し、前記枠体の他方の開
口から前記第２アウターハウジングを挿入するように構成されており、
　前記探針挿入用切欠きは、前記第１連結壁と前記両側壁とに亘って形成されており、
　前記両側壁の前記第２アウターハウジングの挿入側の端面が、前記第１連結壁に近づく
ほど前記底壁に近づくように前記両アウターハウジングの嵌合方向に対して傾斜している
、
　請求項１に記載のコネクタ。
【請求項３】
　前記ケーブルは、前記第２連結壁から延出されており、
　前記ケーブルの延出方向と交差する方向に前記両アウターハウジングを嵌合させるよう
に構成されている、
　請求項２に記載のコネクタ。
【請求項４】
　前記両側壁と前記両連結壁の前記第２アウターハウジングの挿入側の端部に沿って、前
記両アウターハウジング間を水密にシールするハウジング間シール部材が設けられている
、
　請求項２または３に記載のコネクタ。
【請求項５】
　前記第１アウターハウジングは金属からなり、
　前記第１コネクタ部は、前記第１アウターハウジングに固定され、前記第１端子を保持
する絶縁性樹脂からなる第１インナーハウジングを有し、
　前記第１インナーハウジングの前記探針挿入用切欠きと対向する位置には、前記第１イ
ンナーハウジングを貫通する探針挿入用貫通孔が形成されている、
　請求項１乃至４の何れか１項に記載のコネクタ。
【請求項６】
　前記ケーブルは、前記第２連結壁から延出されており、
　前記探針挿入用貫通孔は、前記ケーブルの延出側と反対側に形成されている、
　請求項５に記載のコネクタ。
【請求項７】
　前記第２アウターハウジングは金属からなり、
　前記第２コネクタ部は、前記第２アウターハウジングに固定され、前記第２端子を保持
する絶縁性樹脂からなる第２インナーハウジングを有し、
　前記第２インナーハウジングは、前記両アウターハウジングを嵌合させた状態において
、前記第１端子と前記第２アウターハウジングとの間に配置されている、
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　請求項１乃至６の何れか１項に記載のコネクタ。
【請求項８】
　ケーブルと、
　請求項１乃至７の何れか１項に記載のコネクタと、を備えた、
　ワイヤハーネス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、コネクタ及びワイヤハーネスに関する。
【背景技術】
【０００２】
　ハイブリッド車や電気自動車などにおいては、モータとインバータ間又はインバータと
バッテリ間といった機器間を接続し、大容量の電力を伝達する電力ハーネスが用いられて
いる。
【０００３】
　このような電力ハーネスに用いられるコネクタとして、ケーブルの端部に設けられてい
る第１端子と第１端子が収容されている第１アウターハウジングとを有する第１コネクタ
部と、第２端子と第２端子が収容されている第２アウターハウジングとを有する第２コネ
クタ部と、を備えた２分割構成のコネクタが用いられている。
【０００４】
　特許文献１では、狭いスペースでも取り付けが可能となるように、両アウターハウジン
グの嵌合方向と直交する方向にケーブルを延出するように構成したいわゆるＬ字型のコネ
クタが提案されている。
【０００５】
　なお、この出願の発明に関連する他の先行技術文献情報としては、特許文献２がある。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１４－２１６１３６号公報
【特許文献２】特開２０１０－４０２６５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、上述のハイブリッド車や電気自動車などにおいて、近年、電力ハーネスを配
設した後に、検査のために電力ハーネスにおける導体抵抗を測定したいという要求がある
。
【０００８】
　従来、導体抵抗を測定する際には、第１コネクタ部と第２コネクタ部との嵌合を解除し
た後、第１コネクタ部の向きを変えて作業者側に第１端子を露出させて（つまり、第１コ
ネクタ部における第２コネクタ部の嵌合側の開口を作業者側に向くように第１コネクタ部
の向きを変えて）、露出させた第１端子に検査装置（テスター）の探針を接触させる必要
があった。
【０００９】
　しかしながら、電力ハーネスに用いるコネクタは狭いスペースに配置されているため、
第１コネクタ部の向きを変えて作業者側に第１端子を露出させることが困難となる場合が
あった。特に、上述のようなＬ字型のコネクタにおいては、第１コネクタ部の上方（第２
コネクタと反対側）から探針を接触させる場合には、第１端子を露出させるために第１コ
ネクタ部を反転させる必要があり、導体抵抗の測定作業が容易ではなかった。
【００１０】
　なお、例えば、第１アウターハウジングから嵌合方向前方に突出するように第１端子を
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設けることで、第１コネクタ部の向きを大きく変えずとも第１端子に探針を接触可能とす
ることも考えられるが、この場合、コネクタ全体が大型化してしまい、狭いスペースでコ
ネクタの着脱作業を行うこと自体が困難となるおそれがある。
【００１１】
　そこで、本発明は、小型でありつつも導体抵抗の測定作業が容易なコネクタ及びワイヤ
ハーネスを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明は、上記課題を解決することを目的として、ケーブルの端部に設けられている第
１端子と、前記第１端子が収容されている第１アウターハウジングと、を有する第１コネ
クタ部と、第２端子と、前記第２端子が収容されている第２アウターハウジングと、を有
する第２コネクタ部と、を備え、前記第１アウターハウジングと前記第２アウターハウジ
ングとを嵌合させた状態において、前記第１端子と前記第２端子とが接触して電気的に接
続されているコネクタであって、前記第１アウターハウジングの前記第１端子の先端また
は側面と対向する位置に、探針挿入用切欠きが形成されている、コネクタを提供する。
【００１３】
　また、本発明は、上記課題を解決することを目的として、ケーブルと、前記コネクタと
、を備えた、ワイヤハーネスを提供する。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明によれば、小型でありつつも導体抵抗の測定作業が容易なコネクタ及びワイヤハ
ーネスを提供できる。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】本発明の一実施の形態に係るコネクタの斜視図である。
【図２】図１のコネクタにおける嵌合前の斜視図である。
【図３】第１コネクタ部を示す図であり、（ａ）は斜視図、（ｂ）は破断面図である。
【図４】第１コネクタ部を示す図であり、（ａ）は正面図、（ｂ）は嵌合方向前方から見
た平面図である。
【図５】（ａ）～（ｃ）は、第１端子と第２端子の接続を説明する図である。
【図６】（ａ），（ｂ）は、第２コネクタ部の斜視図である。
【図７】導体抵抗の測定作業を行う際のコネクタの側面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
［実施の形態］
　以下、本発明の実施の形態を添付図面にしたがって説明する。
【００１７】
　図１は、本実施の形態に係るコネクタの斜視図であり、図２はその嵌合前の斜視図であ
る。
【００１８】
　図１，２に示すように、コネクタ１は、第１コネクタ部２と第２コネクタ部３とで構成
され、これらコネクタ部２，３を嵌合させることで、複数の電源ラインを一括して接続す
るためのものである。
【００１９】
　第１コネクタ部２は、ケーブル４の端部に設けられており、第２コネクタ部３は、ケー
ブル４の接続対象となる機器の端子台（不図示）に固定されている。ケーブル４とコネク
タ１とを備えたものが、本実施の形態に係るワイヤハーネス１００である。
【００２０】
　本実施の形態では、第１コネクタ部２が、インバータまたはバッテリから延出されたケ
ーブル４の端部に設けられており、第２コネクタ部３がバッテリまたはインバータの端子



(5) JP 2017-188198 A 2017.10.12

10

20

30

40

50

台に設けられている。両コネクタ部２，３を嵌合することで、ワイヤハーネス１００を介
してインバータとバッテリとが電気的に接続される。なお、ワイヤハーネス１００は、イ
ンバータとモータとを接続するものであってもよい。
【００２１】
（第１コネクタ部２の説明）
　図３は、第１コネクタ部２を示す図であり、（ａ）は斜視図、（ｂ）は破断面図である
。また、図４は、第１コネクタ部２を示す図であり、（ａ）は正面図、（ｂ）は嵌合方向
前方から見た平面図である。
【００２２】
　図３，４に示すように、第１コネクタ部２は、ケーブル４の端部に設けられている第１
端子５と、第１端子５が収容されている第１アウターハウジング６と、を有している。
【００２３】
　本実施の形態では、第１アウターハウジング６には、２つの第１端子５がケーブル４の
長手方向に対して直交する方向に整列して収容されている。第１アウターハウジング６か
らは、２本のケーブル４が延出されており、両ケーブル４の端部に、第１端子５がそれぞ
れ設けられている。本実施の形態では、両第１端子５および両ケーブル４には、インバー
タとバッテリ間で伝送される直流電源信号が伝送される。
【００２４】
　ケーブル４は、銅やアルミニウム等の電気良導体からなる素線を撚り合わせた撚線導体
からなる中心導体４ａと、中心導体４ａの外周に被覆されている絶縁体４ｂと、絶縁体４
ｂの外周に設けられている外部導体４ｃと、外部導体４ｃの外周に被覆されているシース
４ｄと、を有している。外部導体４ｃは、例えば金属素線を編み合わせた編組シールドか
らなる。
【００２５】
　両第１端子５は、コネクタ１での送電ロスを低減するなどの目的のために、導電率の高
い銀、銅、アルミニウムなどの金属で構成されるとよい。
【００２６】
　第１端子５は、ケーブル４の中心導体４ａにかしめ固定されているかしめ部５ａと、略
角筒状（角を丸めた角筒状）に形成されており第２コネクタ部３の第２端子１５（後述す
る）と電気的に接続される接続部５ｂと、かしめ部５ａと接続部５ｂとを連結する連結部
５ｃと、を一体に構成してなる。
【００２７】
　図５（ａ）～（ｃ）に示すように、第１端子５の接続部５ｂは、断面視で略長方形状に
形成されており、長辺となる一対の長辺壁５１と、短辺となる一対の短辺壁５２とを有し
ている。第１端子５の接続部５ｂは、その軸方向（短辺方向および長辺方向に垂直な方向
）がケーブル４の延出方向と一致するように配置されている。また、２つの第１端子５は
、長辺壁５１同士が対向するように短辺方向に整列して配置されている。
【００２８】
　接続部５ｂの一方（第２コネクタ部３の挿入側）の短辺壁５２には、第２端子１５を挿
入するための端子挿入用貫通孔５３が形成されている。また、接続部５ｂの内部には、端
子挿入用貫通孔５３から挿入された第２端子１５を一方の長辺壁５１の内壁へと押し付け
る板ばね５４が設けられている（なお、図３（ｂ）および図４（ｂ）では板ばね５４を省
略して示している）。本実施の形態では、第２端子１５が押し付けられる長辺壁５１の内
壁に、内方に突出する２つのリブ状の接点突起５５を一体に設けている。接点突起５５は
、第２端子１５の挿入方向に沿うようにライン状に形成されており、その頂部及び角部は
丸みを帯びた形状に形成されている。接点突起５５を設けることで、板ばね５４により第
２端子１５を押し付ける力を、第２端子１５と接点突起５５とが接触している部分に集中
させることができ、第２端子１５と第１端子５との接続部分に隙間が生じることによる接
続抵抗の増加を抑制し、コネクタ１での損失を抑制することが可能になる。
【００２９】
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　図３，４に戻り、第１アウターハウジング６は、シールド性能、放熱性、及びコネクタ
１の軽量化のために、導電率、熱伝導率が高く軽量なアルミニウムなどの金属で形成され
ることが好ましい。
【００３０】
　第１アウターハウジング６は、略直方体形状（１面が開放された直方体形状）の本体部
６ａと、本体部６ａから延出されたケーブル４の周囲を覆うケーブル保持部６ｂと、を一
体に有する。
【００３１】
　本体部６ａは、対向配置されている一対の側壁６１と、両側壁６１の一方の側端部同士
を連結している第１連結壁６２と、両側壁６１の他方の側端部同士を連結している第２連
結壁６３と、両側壁６１と両連結壁６２，６３とで構成される枠体の一方の開口を塞ぐよ
うに両側壁６１と両連結壁６２．６３の端部同士を連結する底壁６４と、を一体に有して
おり、両側壁６１と両連結壁６２，６３とで構成される枠体の他方の開口から第２コネク
タ部３（第２アウターハウジング１６）を挿入するように構成されている。
【００３２】
　本実施の形態では、ケーブル４は、第２連結壁６３から延出されており、コネクタ１は
、ケーブル４の延出方向と交差する方向（ここでは直交する方向）に両アウターハウジン
グ６，１６を嵌合させるように構成されている。
【００３３】
　ケーブル保持部６ｂは、２つの中空円筒体を連結した２連筒状に形成されており、その
一端が第２連結壁６３に連結されている。また、ケーブル保持部６ｂの中空部は、本体部
６ａの中空部と連通されており、その中空部にケーブル４がそれぞれ挿通されている。ケ
ーブル保持部６ｂには、ケーブル保持部６ｂの内壁とケーブル４のシース４ｄとの間を水
密にシールするワイヤシール７が設けられている。また、ケーブル保持部６ｂの他端を塞
ぐように、ワイヤシール７の脱落を抑制するためのキャップ８が設けられている。
【００３４】
　ワイヤシール７よりも第１端子５側のケーブル４の外周には、ケーブル４の外部導体４
ｃと第１アウターハウジング６とを電気的に接続するためのシールドコンタクト９が設け
られている。ケーブル４は、その端部において外部導体４ｃがシース４ｄの外周に折り返
されており、その折り返された外部導体４ｃの外周に筒状のシールドコンタクト９がかし
め等により設けられている。シールドコンタクト９は、その外周部がケーブル保持部６ｂ
の内壁に接触しており、シールドコンタクト９を介して外部導体４ｃと第１アウターハウ
ジング６とが電気的に接続されている。なお、このシールドコンタクト９は、ワイヤシー
ル７の第１端子５側への移動を規制する役割も果たしている。シールドコンタクト９は、
アルミニウム、銅合金等の金属からなる。また、当該金属は、金、銀、ニッケル、錫など
でめっきされている。
【００３５】
　両側壁６１と両連結壁６２，６３の第２コネクタ部３の挿入側（第２アウターハウジン
グ１６の挿入側）の端部に沿って、両アウターハウジング６，１６間を水密にシールする
ハウジング間シール部材２１が設けられている。ハウジング間シール部材２１は、両側壁
６１と両連結壁６２，６３の内壁に沿い、かつその開口側の端部に沿うように設けられて
いる。
【００３６】
　ハウジング間シール部材２１は、第１アウターハウジング６に取り付けられているシー
ル固定用部材２２により、第１アウターハウジング６に固定されている。シール固定用部
材２２は、絶縁性樹脂からなり、両側壁６１と両連結壁６２，６３の開口側の端部の周囲
を覆うように（両側壁６１と両連結壁６２，６３の開口側の端部において、内壁、端面、
及び外壁を一括して覆うように）設けられている。シール固定用部材２２では、その両側
壁６１と両連結壁６２，６３の内壁に配置されている部分の先端部（底壁６４側の端部）
が、ハウジング間シール部材２１に干渉してハウジング間シール部材２１の開口側への移
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動を規制しており、これによりハウジング間シール部材２１の脱落が抑制されている。
【００３７】
　シール固定用部材２２の両側壁６１の外壁に沿って配置されている部分には、シール固
定用部材２２を貫通する係止穴２２ａがそれぞれ形成されており、この係止穴２２ａに両
側壁６１から側方に突出するように設けられている係止突起２２ｂを係止させることで、
シール固定用部材２２が第１アウターハウジング６に取り付けられている。
【００３８】
　また、第１コネクタ部２は、第１アウターハウジング６に固定され、両第１端子５を保
持する第１インナーハウジング１０を有している。第１インナーハウジング１０は、例え
ば、ＰＰＳ（ポリフェニレンサルファイド）樹脂、ＰＰＡ（ポリフタルアミド）樹脂、Ｐ
Ａ（ポリアミド）樹脂、ＰＢＴ（ポリブチレンテレフタレート）、エポキシ系樹脂などの
絶縁性樹脂からなる。
【００３９】
　第１インナーハウジング１０は、ボルト１１により第１アウターハウジング６の本体部
６ａにおける底壁６４の内壁に固定されている。第１インナーハウジング１０は、ケーブ
ル４の端部と第１端子５とを収容する２つの収容部１０ａを有している。
【００４０】
　第１端子５の接続部５ｂの端子挿入用貫通孔５３と対向する位置の第１インナーハウジ
ング１０には、第２端子１５を通すための端子挿通穴１０ｂが設けられている。端子挿通
穴１０ｂは、収容部１０ａと連通し、底壁６４と反対側（第２端子１５の挿入側）に開口
するように形成されている。端子挿通穴１０ｂの開口の周囲の角部は面取りがなされてお
り、第２端子１５が挿入し易いように構成されている。なお、端子挿通穴１０ｂは、作業
者の指が挿入できない程度（作業者が第１端子５に触れることができない程度）の大きさ
に形成される。第１インナーハウジング１０は、第１端子５と第１アウターハウジング６
との絶縁を確保しつつ第１端子５を第１アウターハウジング６に固定する役割と、作業者
が第１端子５に触れて感電してしまうことを抑制するタッチプロテクトの役割とを兼ねて
いる。
【００４１】
　また、第１インナーハウジング１０には、後述するＨＶＩＬコネクタ１８が挿入される
ＨＶＩＬコネクタ挿入部１０ｃが設けられている。ＨＶＩＬコネクタ挿入部１０ｃには、
Ｕ字状の接続端子１２が設けられており、両コネクタ部２，３が嵌合されＨＶＩＬコネク
タ１８がＨＶＩＬコネクタ挿入部１０ｃに挿入されると、ＨＶＩＬコネクタ１８に内蔵さ
れた２つの端子（不図示）が接続端子１２を介して電気的に接続されるように構成されて
いる。ＨＶＩＬコネクタ１８に接続された嵌合検知部（不図示）では、ＨＶＩＬコネクタ
１８に内蔵された２つの端子が接続端子１２を介して電気的に接続されているかを検知す
ることにより、両コネクタ部２，３が嵌合されているかを検知するように構成されている
。
【００４２】
　本実施の形態では、両コネクタ部２，３を固定用ボルト２０により固定するように構成
されている。固定用ボルト２０は、第１アウターハウジング６の本体部６ａの底壁６４お
よび第１インナーハウジング１０を貫通して設けられており、その先端部が嵌合方向前方
に突出するように設けられている。ここでは図示を省略しているが、固定用ボルト２０と
第１アウターハウジング６（底壁６４）との間には、固定用ボルト２０と第１アウターハ
ウジング６（底壁６４）との間を水密にシールするボルト側シール部材が設けられている
。
【００４３】
　本実施の形態では、第１アウターハウジング６には、図示しない検査装置（テスター）
の探針を第１端子５に接触させ易くするための探針挿入用切欠き１３が形成されている。
また、第１インナーハウジング１０には、探針を挿入するための探針挿入用貫通孔１４が
形成されている。これら切欠き１３と探針挿入用貫通孔１４の詳細については後述する。
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【００４４】
（第２コネクタ部３の説明）
　図６（ａ），（ｂ）は、第２コネクタ部３の斜視図である。
【００４５】
　図６（ａ），（ｂ）に示すように、第２コネクタ部３は、第２端子１５と、第２端子１
５が収容されている第２アウターハウジング１６と、を有している。
【００４６】
　本実施の形態では、第２アウターハウジング１６には、２つの第２端子１５が整列して
収容されている。本実施の形態では、両第２端子１５には、インバータとバッテリ間で伝
送される直流電源信号が伝送される。第２端子１５は、コネクタ１での送電ロスを低減す
るなどの目的のために、導電率の高い銀、銅、アルミニウムなどの金属や銅合金、アルミ
ニウム合金などの合金で構成されるとよい。
【００４７】
　第２端子１５は、第１コネクタ部２の第１端子５（接続部５ｂ）に電気的に接続される
接続部１５ａと、バッテリまたはインバータから延出された電源線（不図示）が接続され
る機器側接続部１５ｂと、を一体に形成してなる。接続部１５ａは、第２アウターハウジ
ング１６に収容されており、機器側接続部１５ｂは、第２アウターハウジング１６の外方
へと延出されている。機器側接続部１５ｂには、バッテリまたはインバータから延出され
た電源線の端部に設けられた端子をボルト固定するための接続穴１５ｃが形成されている
。接続部１５ａは、板状に形成されており、その先端部における角部には、第１インナー
ハウジング１０の端子挿通穴１０ｂ、及び第１端子５の端子挿入用貫通孔５３への挿入を
容易とするために、面取り加工が施されている。
【００４８】
　第２アウターハウジング１６は、シールド性能、放熱性、及びコネクタ１の軽量化のた
めに、導電率、熱伝導率が高く軽量なアルミニウムなどの金属で形成されることが好まし
い。第２アウターハウジング１６は、略直方体形状（１面が開放された直方体形状）の本
体部１６ａと、本体部１６ａと一体に設けられたフランジ部１６ｂと、を一体に形成して
なる。
【００４９】
　本体部１６ａは、対向配置されている一対の側壁６５と、両側壁６５の一方の側端部同
士を連結している第１連結壁６６と、両側壁６５の他方の側端部同士を連結している第２
連結壁６７と、両側壁６５と両連結壁６６，６７とで構成される枠体の一方の開口を塞ぐ
ように両側壁６５と両連結壁６６．６７の端部同士を連結する底壁６８と、を一体に有し
ており、両側壁６５と両連結壁６６，６７とで構成される枠体の他方の開口側の端部が、
第１コネクタ部２（第１アウターハウジング６）に挿入されるように構成されている。両
コネクタ部２，３を嵌合した際には、両アウターハウジング６，１６の側壁６１，６６の
端部同士、第１連結壁６２，６６の端部同士、第２連結壁６３，６７の端部同士がそれぞ
れ対向するように構成されている。
【００５０】
　なお、本実施の形態では、両アウターハウジング６，１６を嵌合させた際に、第１アウ
ターハウジング６が外側、第２アウターハウジング１６が内側となるように構成したが、
これに限らず、第１アウターハウジング６が内側、第２アウターハウジング１６が外側と
なるように構成することも可能である。ただし、コネクタ１を使用する際に、第１コネク
タ部２が上側、第２コネクタ部３が下側に配置される場合には、両アウターハウジング６
，１６間の隙間に水が溜まること等を抑制するため、上側に配置される第１アウターハウ
ジング６が外側となるように構成することが望ましいといえる。
【００５１】
　本体部１６ａの底壁６８には、固定用ボルト２０を螺合するためのボルト穴６９が形成
されている。両アウターハウジング６，１６を嵌合し固定用ボルト２０をボルト穴６９に
螺号させることにより、両アウターハウジング６，１６が固定される。
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【００５２】
　フランジ部１６ｂは、両側壁６５及び両連結壁６６．６７から外方（側方）に突出する
ように設けられており、両側壁６５及び両連結壁６６．６７の底壁６８側の端部に設けら
れている。フランジ部１６ｂには、フランジ部１６ｂを機器（ここではバッテリ）の端子
台にボルト固定するための４つのボルト穴１６ｃが形成されている。
【００５３】
　また、第２コネクタ部３は、第２アウターハウジング１６に固定され、第２端子１５を
保持する第２インナーハウジング１７を有している。第２インナーハウジング１７は、例
えば、ＰＰＳ（ポリフェニレンサルファイド）樹脂、ＰＰＡ（ポリフタルアミド）樹脂、
ＰＡ（ポリアミド）樹脂、ＰＢＴ（ポリブチレンテレフタレート）、エポキシ系樹脂など
の絶縁性樹脂からなる。
【００５４】
　第２インナーハウジング１７は、ボルト２３により第２アウターハウジング１６の本体
部１６ａにおける底壁６４の外壁に固定されている。第２端子１５は、例えばインサート
成形により第２インナーハウジング１７に一体に設けられている。第２インナーハウジン
グ１７は、第２アウターハウジング１６の外側（第１コネクタ２の嵌合側と反対側）に配
置されている本体部１７ａと、本体部１７ａから突出して設けられており、第２アウター
ハウジング１６の底壁６８に形成された貫通孔１６ｄを介して第２アウターハウジング１
６内に挿入されている突出部１７ｂと、を一体に形成してなる。第２端子１５の接続部１
５ａは、突出部１７ｂと共に、貫通孔１６ｄを介して第２アウターハウジング１６内に挿
入されている。
【００５５】
　本実施の形態では、第２インナーハウジング１７は、嵌合方向前方から見て（底壁６８
と反対側から見て）略Ｌ字状に形成された２つの突出部１７ｂを有している。両突出部１
７ｂは、対応する第２端子１５の接続部１５ａと、第２アウターハウジング１６の側壁６
５及び第１連結壁６６との間に介在するように設けられている。
【００５６】
　突出部１７ｂは、第２端子１５と第２アウターハウジング１６との間に介在し、第２端
子１５と第２アウターハウジング１６の絶縁を確保する役割と、両コネクタ部２，３を嵌
合する際に第１インナーハウジング１０をガイドして両アウターハウジング６，１６の位
置合わせを行う役割と、後述する探針挿入用貫通孔１４により露出された第１端子５（接
続部５ｂ）と第２アウターハウジング１６との間に介在し、第１端子５と第２アウターハ
ウジング１６の絶縁を確保する役割と、を兼ねている。突出部１７ｂは、両コネクタ部２
，３を嵌合する際に第１インナーハウジング１０をガイドすることで、例えば第１コネク
タ部２が傾いた状態で挿入された場合に、挿入方向を規定の方向（図２における上下方向
）に修正する役割も果たしている。
【００５７】
　また、第２インナーハウジング１７は、本体部１７ａから第２アウターハウジング１６
と反対側に突出し、等間隔に整列して設けられている３つの隔壁１７ｃを本体部１７ａと
一体に有している。第２端子１５の機器側接続部１５ｂは、隔壁１７ｃの間にそれぞれ配
置されている。
【００５８】
　第２インナーハウジング１７の本体部１７ａの周囲のフランジ部１６ｂには、フランジ
部１６ｂをバッテリの端子台に取り付ける際に、フランジ部１６ｂと端子台の外壁との間
を水密にシールする機器側シール部材１９が設けられている。機器側シール部材１９は、
第２インナーハウジング１７の本体部１７ａの周囲を覆うように設けられており、機器側
シール部材１９の一部を第２アウターハウジング１６と第２インナーハウジング１７（本
体部１７ａ）との間に挟み込ませることで、機器側シール部材１９の脱落が抑制されてい
る。
【００５９】
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　また、第２インナーハウジング１７には、ＨＶＩＬコネクタ１８が取り付けられている
。ＨＶＩＬコネクタ１８は、その先端部が、第２アウターハウジング１６の底壁６８に形
成された貫通孔１６ｅを介して第２アウターハウジング１６内に挿入されている。
【００６０】
（第１コネクタ部２と第２コネクタ部３との嵌合）
　両コネクタ部２，３を嵌合させる際には、第２アウターハウジング１６の本体部１６ａ
の先端部（フランジ部１６ｂと反対側の端部）を、第１アウターハウジング６の本体部６
ａの開口に挿入する。この際、第２インナーハウジング１７の突出部１７ｂが、第１イン
ナーハウジング１０をガイドして、両アウターハウジング６，１６の位置調整が行われる
。その後、固定用ボルト２０をボルト穴６９が螺合すると、アウターハウジング６，１６
が嵌合された状態で互いに固定される。両アウターハウジング６，１６間は、ハウジング
間シール部材２１により水密にシールされる。
【００６１】
　両アウターハウジング６，１６を嵌合させると、第２端子１５の先端部が、第１インナ
ーハウジング１０の端子挿通穴１０ｂ、および第１端子５の端子挿入用貫通孔５３を通っ
て、第１端子５の接続部５ｂ内に挿入され、板ばね５４により接続部５ｂの内壁（接点突
起５５）に押し付けられて、第１端子５と第２端子１５とが電気的に接続される。
【００６２】
　また、両アウターハウジング６，１６を嵌合させると、ＨＶＩＬコネクタ１８の先端部
が、第１インナーハウジング１０のＨＶＩＬコネクタ挿入部１０ｃに挿入され、ＨＶＩＬ
コネクタ１８に内蔵された２つの端子がＵ字状の接続端子１２を介して電気的に接続され
る。これにより、ＨＶＩＬコネクタ１８に接続された嵌合検知部にて、ＨＶＩＬコネクタ
１８に内蔵された２つの端子が電気的に接続されたことが検知され、両コネクタ部２，３
が嵌合されたことが検知される。
【００６３】
（探針挿入用切欠き１３と探針挿入用貫通孔１４の説明）
　図３，４に示すように、本実施の形態に係るコネクタ１では、第１アウターハウジング
６の第１端子５の先端または側面と対向する位置に、探針挿入用切欠き１３が形成されて
いる。
【００６４】
　この探針挿入用切欠き１３は、検査のためにワイヤハーネス１００における導体抵抗を
測定する際に、検査装置（テスター）の探針を第１端子５に接触させるためのものであり
、第２アウターハウジング６の挿入側に開口するように形成されている。
【００６５】
　第１アウターハウジング６の第１端子５と対向する位置に探針挿入用切欠き１３を形成
しておくことで、探針挿入用切欠き１３を介して容易に探針を第１アウターハウジング６
内に挿入し、第１端子５に接触させて、ワイヤハーネス１００の導体抵抗を測定すること
が可能になる。
【００６６】
　本実施の形態では、探針挿入用切欠き１３は、第１連結壁６２と両側壁６１とに亘って
形成されている。また、探針挿入用切欠き１３を形成することにより、両側壁６１の第２
アウターハウジング１６の挿入側の端面が、第１連結壁６２に近づくほど底壁６４に近づ
くように両アウターハウジング６，１６の嵌合方向に対して傾斜している。
【００６７】
　換言すれば、本実施の形態では、第１連結壁６２の底壁６４からの突出長が、第２連結
壁６３の底壁６４からの突出長よりも短くなっており、両側壁６１は、両連結壁６３の下
端部同士を連結するように、その下端部が傾斜して形成されている。
【００６８】
　例えば、探針挿入用切欠き１３として凹状の切欠きを形成することも考えられるが、こ
の場合、両アウターハウジング６，１６間をシールするハウジング間シール部材２１の形
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状が複雑となり、ハウジング間シール部材２１を固定する構造も複雑化してコストの増大
を招いてしまうおそれが生じる。本実施の形態のように、側壁６１の下端部を傾斜させる
ことにより、ハウジング間シール部材２１の形状を簡単とし、両アウターハウジング６，
１６間の防水構造を容易に実現することが可能になる。
【００６９】
　第２アウターハウジング１６は、第１アウターハウジング６の形状と対応するように、
その両側壁６５の上端部が、第２連結壁６７に近づくほど底壁６８に近づくように傾斜し
て形成されている。第２アウターハウジング１６では、第１連結壁６６の底壁６８からの
突出長が、第２連結壁６７の底壁６８からの突出長よりも長くなっており、両側壁６５は
、両連結壁６６，６７の上端部同士を連結するように、その上端部が傾斜して形成されて
いる。
【００７０】
　また、本実施の形態では、第１端子５が第１インナーハウジング１０に収容されている
ため、第１インナーハウジング１０の探針挿入用切欠き１３と対向する位置（探針挿入用
切欠き１３により露出されている位置）には、第１インナーハウジング１０を貫通する探
針挿入用貫通孔１４が形成されている。探針挿入用貫通孔１４は、作業者の指が挿入でき
ない程度（作業者が第１端子５に触れることができない程度）の大きさに形成される。こ
れにより、第１インナーハウジング１０により作業者が第１端子５に触れて感電してしま
うことを抑制するタッチプロテクトの機能を実現しつつも、探針挿入用貫通孔１４を介し
て容易に探針を第１端子５に接触させることが可能になり、ワイヤハーネス１００の導体
抵抗の測定作業が容易になる。
【００７１】
　本実施の形態では、探針挿入用貫通孔１４は、ケーブル４の延出側と反対側（第１端子
５の先端側、第１連結壁６２側）に形成され、ケーブル４の延出側と反対側に開口するよ
うに形成されている。これにより、図７に示すように、両コネクタ部２，３の嵌合を解除
した後、第１コネクタ部２の先端部（第１連結壁６２側の端部）を上方に持ち上げる（第
２コネクタ部３から離間させる）ことで、探針挿入用貫通孔１４を容易に露出させること
が可能になり、狭いスペースでも簡単に導体抵抗の測定作業を行うことが可能になる。
【００７２】
　なお、本実施の形態では、第１連結壁６２側に探針挿入用貫通孔１４を形成したが、こ
れに限らず、側壁６１側に探針挿入用貫通孔１４を形成してもよい。ただし、この場合、
第１インナーハウジング１０の両側に探針挿入用貫通孔１４がそれぞれ形成されることに
なるため、測定対象の第１端子５を変更する際に第１コネクタ部２の向きを変える必要が
生じる。本実施の形態のように、探針挿入用貫通孔１４をケーブル４の延出側と反対側に
形成することで、両第１端子５に対応する探針挿入用貫通孔１４を整列して形成すること
が可能になり、測定対象の第１端子５を変更する際に第１コネクタ部２の向きを変える必
要がなくなる。
【００７３】
　本実施の形態では、探針挿入用貫通孔１４は、第１端子５の接続部５ｂにおける第２端
子１５挿入側の短辺壁５２（端子挿入用貫通孔５３が形成されている短辺壁５２）の先端
面と対向する位置の第１インナーハウジング１０に形成されている。探針挿入用貫通孔１
４から探針を挿入すると、接続部５ｂの短辺壁５２の先端面に探針が接触することになる
。
【００７４】
　本実施の形態では、第１インナーハウジング１０に探針挿入用貫通孔１４が形成されて
おり、第１端子５が探針挿入用貫通孔１４から露出されている。そのため、両コネクタ部
２，３を嵌合した状態においては、第１端子５が第２アウターハウジング１６の第１連結
壁６６に近接してしまう。そこで、本実施の形態では、第２インナーハウジング１７の突
出部１７ｂが、両アウターハウジング６，１６を嵌合させた状態において、第１端子５（
探針挿入用貫通孔１４の開口）と第２アウターハウジング１６との間に配置されている。
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つまり、第２インナーハウジング１７の突出部１７ｂは、両コネクタ部２，３を嵌合した
状態において、第１端子５と第２アウターハウジング１６との絶縁を維持する役割を果た
している。
【００７５】
（実施の形態の作用及び効果）
　以上説明したように、本実施の形態に係るコネクタ１では、第１アウターハウジング６
の第１端子５の先端または側面と対向する位置に、探針挿入用切欠き１３が形成されてい
る。
【００７６】
　探針挿入用切欠き１３を形成することにより、コネクタ１が狭いスペースに配置されて
いる場合であっても、探針挿入用切欠き１３を介して検査装置の探針を第１端子５に容易
に接触させることが可能となり、ワイヤハーネス１００の導体抵抗の測定作業が容易にな
る。本実施の形態では、第１アウターハウジング１６に探針挿入用切欠き１３を形成する
ことで探針の挿入口を確保しているため、例えば第１アウターハウジング１６から嵌合方
向前方に第１端子を突出させる等、探針を接触させやすくするためにコネクタ１を大型化
させる必要がなくなり、コネクタ１の全体を小型に維持することができる。つまり、本実
施の形態によれば、小型でありつつも導体抵抗の測定作業が容易なコネクタ１を実現でき
る。
【００７７】
（実施の形態のまとめ）
　次に、以上説明した実施の形態から把握される技術思想について、実施の形態における
符号等を援用して記載する。ただし、以下の記載における各符号等は、特許請求の範囲に
おける構成要素を実施の形態に具体的に示した部材等に限定するものではない。
【００７８】
［１］ケーブル（４）の端部に設けられている第１端子（５）と、前記第１端子（５）が
収容されている第１アウターハウジング（６）と、を有する第１コネクタ部（２）と、第
２端子（１５）と、前記第２端子（１５）が収容されている第２アウターハウジング（１
６）と、を有する第２コネクタ部（３）と、を備え、前記第１アウターハウジング（６）
と前記第２アウターハウジング（１６）とを嵌合させた状態において、前記第１端子（５
）と前記第２端子（１５）とが接触して電気的に接続されているコネクタ（１）であって
、前記第１アウターハウジング（６）の前記第１端子（５）の先端または側面と対向する
位置に、探針挿入用切欠き（１３）が形成されている、コネクタ（１）。
【００７９】
［２］前記第１アウターハウジング（６）は、対向配置されている一対の側壁（６１）と
、前記両側壁（６１）の一方の側端部同士を連結している第１連結壁（６２）と、前記両
側壁（６１）の他方の側端部同士を連結している第２連結壁（６３）と、前記両側壁（６
１）と前記両連結壁（６２，６３）とで構成される枠体の一方の開口を塞ぐように前記両
側壁（６１）と前記両連結壁（６２，６３）の端部同士を連結する底壁（６４）と、を有
し、前記枠体の他方の開口から前記第２アウターハウジング（１６）を挿入するように構
成されており、前記探針挿入用切欠き（１３）は、前記第１連結壁（６２）と前記両側壁
（６１）とに亘って形成されており、前記両側壁（６１）の前記第２アウターハウジング
（１６）の挿入側の端面が、前記第１連結壁（６２）に近づくほど前記底壁（６４）に近
づくように前記両アウターハウジング（６，１６）の嵌合方向に対して傾斜している、［
１］に記載のコネクタ（１）。
【００８０】
［３］前記ケーブル（４）は、前記第２連結壁（６３）から延出されており、前記ケーブ
ル（４）の延出方向と交差する方向に前記両アウターハウジング（６，１６）を嵌合させ
るように構成されている、［２］に記載のコネクタ（１）。
【００８１】
［４］前記両側壁（６１）と前記両連結壁（６２，６３）の前記第２アウターハウジング
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（１６）の挿入側の端部に沿って、前記両アウターハウジング（６，１６）間を水密にシ
ールするハウジング間シール部材（２１）が設けられている、［２］または［３］に記載
のコネクタ（１）。
【００８２】
［５］前記第１アウターハウジング（６）は金属からなり、前記第１コネクタ部（２）は
、前記第１アウターハウジング（６）に固定され、前記第１端子（５）を保持する絶縁性
樹脂からなる第１インナーハウジング（１０）を有し、前記第１インナーハウジング（１
０）の前記探針挿入用切欠き（１３）と対向する位置には、前記第１インナーハウジング
（１０）を貫通する探針挿入用貫通孔（１４）が形成されている、［１］乃至［４］の何
れか１項に記載のコネクタ（１）。
【００８３】
［６］前記ケーブル（４）は、前記第２連結壁（６３）から延出されており、前記探針挿
入用貫通孔（１４）は、前記ケーブル（４）の延出側と反対側に形成されている、［５］
に記載のコネクタ（１）。
【００８４】
［７］前記第２アウターハウジング（１６）は金属からなり、前記第２コネクタ部（３）
は、前記第２アウターハウジング（１６）に固定され、前記第２端子（１５）を保持する
絶縁性樹脂からなる第２インナーハウジング（１７）を有し、前記第２インナーハウジン
グ（１７）は、前記両アウターハウジング（６，１６）を嵌合させた状態において、前記
第１端子（５）と前記第２アウターハウジング（１６）との間に配置されている、［１］
乃至［６］の何れか１項に記載のコネクタ（１）。
【００８５】
［８］ケーブル（４）と、［１］乃至［７］の何れか１項に記載のコネクタ（１）と、を
備えた、ワイヤハーネス（１００）。
【００８６】
　以上、本発明の実施の形態を説明したが、上記に記載した実施の形態は特許請求の範囲
に係る発明を限定するものではない。また、実施の形態の中で説明した特徴の組合せの全
てが発明の課題を解決するための手段に必須であるとは限らない点に留意すべきである。
【００８７】
　本発明は、その趣旨を逸脱しない範囲で適宜変形して実施することが可能である。
【００８８】
　例えば、上記実施の形態では、両コネクタ部２，３の嵌合方向が、ケーブル４の延出方
向と直交している場合について説明したが、これに限らず、本発明は、両コネクタ部２，
３の嵌合方向と、ケーブル４の延出方向とが一致している場合にも適用可能である。
【符号の説明】
【００８９】
１…コネクタ
２…第１コネクタ部
３…第２コネクタ部
４…ケーブル
５…第１端子
６…第１アウターハウジング
６１…側壁
６２…第１連結壁
６３…第２連結壁
６４…底壁
１０…第１インナーハウジング
１３…探針挿入用切欠き
１４…探針挿入用貫通孔
１５…第２端子
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１６…第２アウターハウジング
１７…第２インナーハウジング
２１…ハウジング間シール部材
２２…シール固定用部材
１００…ワイヤハーネス

【図１】 【図２】
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